様式第４号（第３（３）ウ関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　沖縄県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                        
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人または組合にあっては主たる事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　新規専用水道の届出について
　本施設は、水道法第３条第６項の規定により新たに専用水道となるため、○○専用水道の施設概要について、下記のとおり届け出ます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　申請者の住所及び氏名
　　　法人または組合にあっては、次のとおり記載すること。
　　　ア　主たる事務所の所在地
　　　　（市町村、字、番地まで住所を確実に記載すること。）
　　　イ　名称（法人または組合の名称）
　　　ウ　代表者氏名（職名も記載すること。）
　　　エ　電話番号
２　水道事務所の所在地及び電話番号
    　ア　所在地（市町村、字、番地まで住所を確実に記載すること。）
    　イ　電話番号
　　　ウ　水道事務所の名称（名称があれば、記載すること。）
３　工事設計書
　　別添
４　関係図面
　　別添
○　工事設計書
１　水の供給を受ける者の数
　　　予定または計画上の給水人口を記載すること。
　　　また、利用者数と居住者数、その施設の従業員数と利用客数等、人口の内訳を
　　詳細に記載すること。
２　水の供給が行われる地域
　　　給水しようとする地域（給水区域）の地名を詳細に記載すること。
３　一日最大給水量及び一日平均給水量
　　　計画上の一日最大給水量及び平均給水量を記載すること。
　　　また、飲料水とその他の水とは区別すること。
４　水源の種別及び取水地点
　　　水源の種別は、表流水（河川水）、伏流水、湖沼水、浅井戸、深井戸、湧水、
　　浄水受水等の種別を記載すること。
　　　取水地点は、地番、地先名等を記載し、地下水にあっては採取位置（採水層の
　　深さ）も記載すること。
５　水源の水量の概算及び水質試験の結果
　　　水源の水量の概算とは、取水の確実な水源の水量を説明するものであり、河川
　　水、湖沼水、ダム水、伏流水等の流水占用の許可（河川法第２３条）に係るもの
　　にあっては、当該許可水量または許可見込水量を、それ以外の場合にあっては、
　　流量測定、揚水試験等の結果から得られた取水可能な最大量と計画取水量との関
　　係を明らかにすること。
　　　また、当該水源について他の用途と共有する場合には、参考のため、他の用途
　　の水量を記載すること。
　　　水質試験の結果は、水質基準に関する省令に掲げる項目に関する原水及び浄水
　　の水質試験結果とすること。原水の水質試験結果は、新たに設ける水源及び既設
　　水源について、水質が最も低下する時期のものとし、浄水の水質試験は、給配水
　　管の末端を採水場所とし、併せて残留塩素の検査を行うこと。
　　　また、同水質検査は、水質基準に関する省令に掲げる方法によって行うこと。
６　水道施設の概要
　　　取水、貯水、導水、浄水、送水、配水の各施設について、容量、能力、種別等、
　　施設の概要を簡潔に記載すること。
　　　水系別に施設がある場合には、水系別に記載すること。
７　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造
　　　取水、貯水、導水、浄水、送水、配水の各施設について、その設置場所、標高、
　　水位（変動する場合にあっては最高水位及び最低水位）、規模（容量、寸法）及
　　び構造（形状、材質、型式等）を、簡明に記載すること。
　　　なお、水位系統図を添付することによって標高等を省略してもよい。
８　浄水方法
　　　浄水処理の方法を具体的に記述すること。
９　工事の完了年月日
　　　　　　年　　月　　日
10　主要な水理計算書
　　　取水施設から配水幹線の末端に至る次の工種に関する水理計算（規模、容量、
　　型式決定の根拠及び損失水量の計算）を記載すること。
　　　　取水堰、取水門、取水塔、取水管きょ、ダム、原水調整池、凝集池、
　　　　沈でん池、濾過池、高度浄水施設、配水池、配水塔、ポンプ設備、
　　　　管きょ（導水、送水、配水幹線及び主要施設の連絡管きょを含む。）
　　　なお、配水管の管径決定の際の配水区画ごとの人口、水量をあらわす図及び表
　　を添付すること。
11　主要な構造計算書
　　　主要構造物の主要部材の応力計算及び断面算定を記載すること。ここでいう主
　　要構造物とは、ダム及び取水堰（水道専用の場合のみ）、取水門、取水塔、原水
　　調整池、凝集池、沈でん池、濾過池、高度浄水施設、浄水池等主要な浄水施設、
　　配水池、配水塔及び高架タンクをいう。
12　その他参考となる事項
　(１)　他の水道との関係
　　　　　他の水道事業、専用水道との関係（分水、その他）を記載すること。
　(２)　水利権に関する書類
　　　　　河川占用許可書、水利権同意書、分水承諾書等取水の確実性を証する書面
　　　　を添付すること。
　(３)　水道使用料徴収の有無
　　　　　何等かの形式で水道使用料に該当するものを徴収しているときは、次の事
　　　　項を記載すること。
　　　　ア　徴収の根拠とする各種の規約、契約等の内容（写しを添付すること。）
　　　　イ　使用料算出の根拠
　(４)　消火栓設置の有無
○　関係図面
　※　図面に関する一般的注意事項
　　ア　図面の目録をつけること。
　　イ　国土交通省国土地理院の地形図を用いる場合のほかは、図面実測図（航空写真に
　　　よる地形図を含む。）であること。
　　ウ　縮尺は１以下に述べる括弧内のものを用いること。
　　エ　各図面の右隅には図面番号、専用水道の名称、表題、縮尺、設置者名を記載する
　　　こと。
　　オ　既設と拡張部分は色分けまたは線の太さ、種類を変える等により明確に区分する
　　　こと。
　　カ　図面中に記載する施設の名称は、水道法並びに日本水道協会発行の「水道施設設
　　　計指針・解説」に用いられている用語を使用すること。
１　水の供給が行われる地域を明らかにする図面（1／10,000～1／25,000）
　　　主要施設、水源、浄水場、配水管を記載して給水区域を着色した平面図
２　水道施設の位置を明らかにする地図（1／10,000～1／25,000）
　　　取水、貯水、導水、浄水、送水施設、配水池、配水管、ポンプ場等の主要施設
　　の配置を明示したものであること。
３　水源及び浄水場の周辺の概況を明らかにする地図（1／1,000～1／5,000）
　　　水源及び浄水場の周辺の概況（郡、市町村の境界、道路、河川、地形、環境等）
　　が明確に判明するもので、かつ、各施設の配置、連絡状況を記載すること。
４　主要な水道施設（５に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面図、立面図、
　断面図及び構造図
　(１)　取水場、浄水場、配水場等の一般平面図（1／500～1／1,000）
　(２)　主要な水道施設の水位高低図（縦1／100または1／200　横任意）
　(３)　主要構造物の一般図（1／100～1／500）
　(４)　主要構造物の構造詳細図（1／10～1／100）
　　　ここでいう主要構造物とはダム及び取水堰（水道専用の場合のみ）、取水門、
　　取水塔、原水調整池、凝集池、沈でん池、濾過池、高度浄水処理施設、浄水池等
　　主要な浄水施設、配水池、配水塔及び高架タンクをいう。
　　　これは主要構造物の主要な寸法、配筋状況のわかる平面図、立面図、断面図及
　　び構造図であって、鉄筋径、ピッチ、本数等、鉄筋量をほぼ算出しうる程度のも
　　のを明示したものであること。
５　導水管きょ、送水管並びに配水及び給水に使用する主要な導管の配置状況を明らかに　する平面図及び縦断面図
　(１)　平面図（1／1,000～1／10,000）
　(２)　縦断面図（縦1／200～1／400　横1／1,000～1／5,000）
　　　　平面図には測点符号、管種、管径延長のほか、制水弁、泥吐弁、空気弁、減
　　　圧弁、消火栓、接合井、河川・軌道横断、中継ポンプ場等の附帯設備の位置を
　　　明示すること。
　　　　縦断面図にはこのほか測点区間距離、追加距離、管中心高、地盤高、静水位、
　　　動水位（火災時及び平常時につき、動水勾配、流量）を記載すること。
６　附帯設備の概要図（1／10～1／100）
　　　取水場、浄水場、配水場の附帯設備の配置図及び着水井、薬品注入設備、建物、
　　土留工事等の概要図。
７　拡張の場合は、既設水道施設の概要図
　(１)　取水場、浄水場、配水場の平面図（1／500～1／1,000）
　(２)　導水、送水及び主要な配水管の平面図（1／1,000～1／10,000）

